平成29年度放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）
放射線防護研究ネットワーク推進事業　事業計画書（ネットワーク代表者）
	提出日
	年　　月　　日


【１】ネットワーク名等
	ネットワーク名
	

	当該年度研究経費
	


※ネットワーク名については、事業テーマに沿った名称を記載。
【２】ネットワーク代表者及び経理事務担当者
	ネットワーク代表者
	ﾌﾘｶﾞﾅ　

氏名　
	所属機関における職名


	
	所属機関及び所属部局（学部・学科・分野・研究室など）



	
	連絡先

〒　　

住所　

代表電話番号：
直通電話番号又は内線番号：
E-mailｱﾄﾞﾚｽ：
FAX番号：

	
	専門分野：


	学位



	
	最終卒業校

	卒業年次



	
	生年月日
	研究者番号(e-rad)

	経理

事務

担当者
	ﾌﾘｶﾞﾅ　
氏名　
	所属機関（部局・部署）

	職名


	
	連絡先

〒　　

住所　

代表電話番号：
直通電話番号又は内線番号：
E-mailｱﾄﾞﾚｽ：
FAX番号：


【３】ネットワークの概要・目的・成果・方法等
1 ネットワークの概要
	· 「②．ネットワーク形成の目的、必要性及び特色・独創的な点」から「⑥．ネットワークの実施体制」までの要旨を1000字以内でできるだけ簡潔に記入すること。
· 本欄の記載内容は公開することがあるので、公開可能な記載とすること。


（本文）
2 ネットワーク形成の目的・目標、背景・必要性、特色・独創的な点
	· ネットワークの目的・目標、背景・必要性、特色・独創的な点について、適宜文献及び政策に関する資料を引用し1000字以内で具体的かつ明確に記入すること。

· この事業の最終目的を達成するために必要な他のネットワーク及び既存の成果と当該事業計画の関係を明確にすること。
· 事業期間内に何をどこまで明らかにするか、ネットワーク事業全体の目標と各年度の目標を明確にすること。（各年度の目標の詳細については「⑤.年ごとの目標及びマイルストーン」に記述してください）
· 当該ネットワーク事業の特色・独創的な点については、国内外の他の調査においてすでに解明されている範囲と残されている範囲を明確にすること。


（本文）
3 期待される成果・放射線防護分野の取組又は、それに関する規制への貢献・社会及び国民への発信
	· 期待される成果・放射線防護分野の取組又は、それに関する規制への貢献について放射線防護及び放射線規制行政の施策等への活用の可能性※を中心に600字以内でできるだけ簡潔に記入すること｡ ※放射線防護及び放射線規制行政の施策等への活用の可能性には、施策への直接反映の可能性、政策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性、間接的な波及効果等の可能性（論文が引用される等の民間での利活用、技術水準の向上、他の政策上有意な研究への発展性など）などが含まれます。
· 期待される成果・放射線防護分野の取組又は、それに関する規制への貢献が間接的な波及効果等の可能性にとどまる場合には、社会及び国民への発信について詳細に記述すること。
· 当該ネットワーク事業がどのような放射線防護及び放射線規制行政の課題に対し、どのように貢献するのか等について、その具体的な内容及び例をできるだけ明確にすること。


（本文）
4 ネットワーク事業計画・方法
	· 事業目的を達成するための具体的なネットワーク事業計画及び方法を1000字以内で記入すること。

· 複数年度にわたる事業の場合には、ネットワーク事業全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入すること。

· 本事業を実施するために連携をとる研究施設、大学、学協会等、現在のネットワーク環境の状況を踏まえて記入すること。


（本文）
5 年ごとの目標及びマイルストーン
	· ネットワーク事業課題全体について、事業の目標及びマイルストーンを記入すること。
· 「目標」はネットワーク事業の最終目標及び期待される成果を記入すること。
· 「マイルストーン」は、目標達成に向けて進捗管理の目安となる中間的な到達点を設定すること。複数のマイルストーンがある場合は適宜追加して記入すること。

	実施項目
	担当者＊（所属機関）
	平成29年度
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度
	平成33年度

	
	
	第1四半期
	第2四半期
	第3四半期
	第4四半期
	第1四半期
	第2四半期
	第3四半期
	第4四半期
	第1四半期
	第2四半期
	第3四半期
	第4四半期
	第1四半期
	第2四半期
	第3四半期
	第4四半期
	第1四半期
	第2四半期
	第3四半期
	第4四半期

	目標：

	
	
	

	
	
	

	
	
	


6 ネットワーク事業の実施体制

1） 参加研究機関及び学会等　（ネットワーク代表機関は◯をつけて示すこと）
	組織名
	代表者名
	専門分野
	連絡先
	再委託経理担当者名・所属機関/部署名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


2） 体制図

【４】ネットワーク代表者が本事業に関連して現在までに行った研究状況及びネットワーク代表者の研究歴
	· ネットワーク代表者及び分担担当者がこれまでに発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本事業に関連する重要なものをresearchmap等からコピーする等の方法で記入すること。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限る。
· 発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入すること。

· 以上の各項目が記載されていれば、項目の順序を入れ替えても可。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記入し以下を省略しても可。


（本文：2ページまで）
【５】事業経費・申請状況・過去の実績等
1 事業経費
1） 各年度の事業経費

（円）
	年度
	平成29年度
	平成30年度
	平成31年度
	平成32年度
	平成33年度

	経費合計
	
	
	
	
	

	直

接

経

費
	設備備品費
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	

	
	会議費
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	

	
	光熱水料
	
	
	
	
	

	
	その他（諸経費）
	
	
	
	
	

	
	消費税相当額
	
	
	
	
	

	再委託費
	
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	
	


※分担担当者がいる場合は、分担研究者の経費も含めて記載すること。事業の期間は原則として最長5年間とする。
2） 本年度の事業経費の内訳
	事業経費　　　　　　　　　　　円（事業経費の総額を記載すること。）

	経費合計
	金額
	積算内訳（項目、員数、単価等）

	直

接

経

費
	設備備品費
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	

	
	会議費
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	

	
	光熱水料
	
	
	
	
	

	
	その他（諸経費）
	
	
	
	
	

	
	消費税相当額
	
	
	
	
	

	再委託費
	
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	
	


3） 外注先等内訳
	外注先
	外注項目
	外注する内容
	所要見込額

	名称：

連絡先
住所：
TEL：
FAX：
担当者名：
	
	
	円


	
	
	
	


2 平成29年度の本事業及び他の事業等への申請状況



（単位：千円）
	新規・継続
	事業名
	課題名
	代表・分担等
	補助要求額
	所管省庁等
	ｴﾌｫｰﾄ(%)

	-
	平成29年度放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業費）
	
	ネットワーク代表者
	
	原子力規制庁
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


3 研究費補助等を受けた過去の実績
（過去3年間）



（単位：千円）
	年　度
	事業等名
	課題名
	補助額
	所管省庁等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


用語の説明書
本事業計画書で記載している専門用語及び略語のうち、特に必要と思われるものについて、簡単な解説を記載してください。なお、用語の説明はより的確な審査を目的としたもので、提出を義務付けるものではありません。（記載形式は自由）
様式3








6
8

